
三芳町介護予防・日常生活支援総合事業介護予防ケアマネジメント実施要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、三芳町介護予防・日常生活支援総合事業実施要綱（平成２８年三芳

町告示第３１７号。以下「総合事業実施要綱」という。）第７条に規定する介護予防ケア

マネジメント（介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）第１１５条

の４５第１項第１号ニに規定する事業をいう。以下同じ）に係る事業の実施方法等につ

いて定めるものとする。 

 （事業の実施） 

第２条 この事業は、三芳町内に事業所を置く法第１１５条の４６第１項に規定する地域

包括支援センターにおいて実施する。 

２ 前項の地域包括支援センターは、法第１１５条の４７第５項の規定に基づき、この事

業の一部を法第４６条第１項に規定する指定居宅介護支援事業者に委託することができ

る。 

 （対象者） 

第３条 この事業の対象者は、総合事業実施要綱第４条第１項各号に規定する者とする。 

 （介護予防ケアマネジメントの類型） 

第４条 対象者の基本チェックリストの結果又は状態等、本人の希望するサービス等を踏

まえて、従来からの原則的なケアマネジメントのプロセスに沿った上で、次の各号に定

める類型により実施する。 

(1) 介護予防ケアマネジメントＡ（原則的な介護予防ケアマネジメント） アセスメン

トによってケアプラン原案を作成し、サービス担当者会議を経て決定し、モニタリン

グについては少なくとも３月ごとに行い、利用者の状況等に応じてサービスの変更も

行うことが可能な体制をとった場合とする。 

(2) 介護予防ケアマネジメントＢ（簡略化した介護予防ケアマネジメント） アセスメ

ントからケアプラン原案作成までは、ケアマネジメントＡと同様であるが、サービス

担当者会議を省略したケアプランの作成並びに間隔を空けて必要に応じてモニタリン

グ時期を設定し、評価及びケアプランの変更を行う等簡略化した場合とする。 

(3) 介護予防ケアマネジメントＣ（初回のみの介護予防ケアマネジメント） ケアマネ

ジメントの結果、利用者本人が自身の状況、目標の達成等を確認し、住民主体のサー

ビス等を利用する場合とする。 



 （利用の中止） 

第５条 町長は、利用者が次の各号のいずれかに該当するときは、この事業の利用を中止

させることができる。 

(1) 利用者が第３条に規定する要件を欠くに至ったとき。 

(2) その他利用が的確でないと判断されるとき。 

 （事業費の支払） 

第６条 この事業を実施した地域包括支援センターは、第４条各号に規定する事業の類型

に応じて、介護予防ケアマネジメントの事業費を町長に請求することができる。 

２ 介護予防ケアマネジメントＡの事業費の額は、別表第１に定める単位数に、１単位の

単価を乗じて算定するものとする。 

３ 前項の１単位の単価は、１０円に厚生労働大臣が定める１単位の単価（平成２７年厚

生労働省告示第９３号）に定める三芳町の地域区分における介護予防支援の割合を乗じ

て得た額とする。 

４ 第２項の規定により介護予防ケアマネジメント事業費の額を算定した場合において、

その額に１円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てるものとする。 

５ 介護予防ケアマネジメントＢ及び介護予防ケアマネジメントＣの事業費の額は、別表

第２に定める額とする。 

６ 第１項の請求に当たっては、国民健康保険団体連合会を経由して請求するものについ

ては、あらかじめ定められた所定の手続に従って請求し、町長は国民健康保険団体連合

会を経由してあらかじめ定められた期日までに支払うものとする。 

７ 第１項の請求（前項に規定する場合を除く。）に当たっては、当該月分をまとめて翌月

１５日までに町長に介護予防ケアマネジメント業務事業費請求書（様式第１号）を提出

するものとし、町長は請求書を受理した日の属する月の翌月末日までに事業費を支払う

ものとする。ただし、特別な理由がある場合は、この限りでない。 

 （返還） 

第７条 町長は、この要綱の規定に違反した者又は偽りその他不正の手段により事業費の

支給を受けた者があるときは、支給した事業費の一部又は全部の返還を命ずることがで

きる。 

（報告等） 

第８条 地域包括支援センターは、当該月分をまとめて翌月１５日までに第４条に規定す



る事業の類型に応じ、町長に介護予防ケアマネジメント業務実績報告書（様式第２号）

を提出するものとする。 

２ 町長は、前項の規定のほか、必要と認めるときは、介護予防ケアマネジメント受託者

に対して事業の実施状況について説明若しくは報告を求め、又はこれに関する帳簿その

他の関係書類を閲覧し、調査若しくは指導を行うことができる。 

 （実施の手順） 

第９条 介護予防ケアマネジメントは、「指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに

指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準」（平成１

８年厚生労働省令第３７号）の「第４章介護予防のための効果的な支援の方法に関する

基準」及び「介護予防・日常生活支援総合事業における介護予防ケアマネジメント（第

１号介護予防支援事業）の実施及び介護予防手帳の活用について」（平成２７年６月５日

厚生労働省老健局振興課長通知）を参照の上、実施するものとする。 

（その他） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。 

附 則 

この告示は、平成２９年４月１日から施行する。 

 



別表第１（第６条関係） 

 

別表第２（第６条関係） 

介護予防ケアマネジメントＢ ４，０００円 

介護予防ケアマネジメントＣ ４，０００円 

 

介護予防ケアマネジメントＡ ４３０単位 

初回加算 ３００単位 

介護予防小規模多機能型居宅介護事業所連携加算 ３００単位 


